　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研修出張様式４
	　　　　　　　　　　研修報告書
	理事長
	所属長

	　所　　属　　青明舎　　　職種　施設長　　　氏名　清水　博己

	　期　　間　　平成　１８年　　　６月　１６日　　～　　平成　　　年　　　月　　　日

	　出張目的　　平成１８年度障害程度区分認定調査員研修参加の為

	　出 張 先　　八戸合同庁舎

	研修要旨（プログラム毎に）　　　研修に関する考察（プログラム毎に）


全体考察

　認定調査について概ね把握できた。認定調査の「着眼点」「留意点」について説明があり、理解しやすい。調査対象１人につき原則として１回の調査である為、調査にあたる前に、認定調査の方法、判断基準等を十分理解したうえで、面接等の技術向上に努めなければならないと思った。

障害程度区分認定の概要

　認定の流れ

1． 申請受付

支給申請は、障害者が行う。代理申請可

①介護給付の場合→介護給付に係る障害程度区分認定が必要

②訓練等給付の場合→訓練等給付のスコア判定を行う

· ①について、認定調査及び医師意見書が必要となるため、

· 認定調査を行う（事業）者の選定（及び依頼）

· 医師意見書の作成を医師に依頼

　　　当面の扱い

　　　　各市町村で体制が整い次第、今年夏頃より順次行う事になる

2． 認定調査

市町村又は委託した指定相談支援事業者等の認定調査員が「概況調査」「アセスメント調査」「その他特記事項」について調査する。訓練等給付の申請についても同じ調査を行う。

3． 医師意見書

二次判定において、一次判定を補足する為の資料。

認定調査の調査項目と医師意見書の記載内容とでは判断準拠が異なるものもあるため、類似の設問であっても、両者の結果が一致しないこともありえる。

疾病、身体の障害の内容、精神の状況、介護に関する所見など、医学的見地からの意見を述べるもの

4． 一次判定（コンピューター判定）

市町村（審査会事務局）が、認定調査員により提出された調査結果を一次判定ソフトがインストールされたパソコンに入力して判定。

警告コードが発生した場合、医師意見書の内容と矛盾等がある場合には、認定調査員等に内容を確認する。→調査結果は、コピーをとっておきエラーが発生した時に照合する。

5． 二次判定（審査会）

市町村は一次判定結果、医師意見書及び認定調査特記事項を揃え、審査会（合議体）はこれらの資料の内容を踏まえ審査判定を行う。

6． 審査判定結果の通知

○審査会は、その審査判定結果（障害区分、認定の有効期間（原則３年）、支給決定に係る審査会意見）を市町村に通知する。

○市町村は、当該審査判定結果に基づき、障害程度区分及び有効期間を認定し、程度区分及び認定の有効期間を申請者に通知する。

○通知の際には理由も付記する。理由の記載内容は各市町村の判断とする。

○通知の際には、不服申し立てに関する教示を行う。

○認定結果についての疑問等については、第一義的には市町村で対応する。

調査方法全般についての留意点

· 調査は、市町村職員または市町村の委託を受けた指定相談支援事業所等であって、都道府県が行う研修を修了した者

· 調査員は、保健、医療、福祉に関しての専門的な知識を有している者が望まれる

· 全国一律の方法により、公平公正で客観的かつ正確に行われる必要がある

· 調査対象者の心身の現状、すなわち障害の状況や介護等の手間を適性に評価し、必要に応じて、特記事項に調査対象者の状況を分かりやすく記載する必要がある

· 調査対象者１人につき原則として１回で実施。このため、調査員は調査方法、判断基準等を十分理解した上で、面接技術等の向上に努めなければならない

· 自ら調査した結果について審査会から要請があった場合には、再調査の実施や、照会に対する回答、市町村審査会への出席、審査対象者の状況等に関する意見等を求められる事がある

· 守秘義務が課せられる。

２　調査の実施について

　（１）実施上の基本原則

· 原則１名の調査対象者につき、１名の認定調査員が、１回で認定調査を実施。

· 急病等により調査対象者の状況が一時的に変化している場合等、適切な調査が行えないと判断した時は、その場では調査は行わず、状況が安定すると見込まれる時期に再度調査日を設定し、調査する。また、申請後に入院して、入院後間もないなど、調査対象者の心身の状態が安定するまでに相当期間の入院治療を要する場合は、一旦申請を取り下げ、状態が安定してから再度申請を行うよう説明する。

· 認定調査をして、別の調査員による再調査が不可欠と判断した時は、別の調査員により再度認定調査を行う。その場合、認定調査票は一式のみとし、主に調査を行った者を筆頭として、「調査実施者欄」に記入する。

　（２）認定調査日時の調整

　　＜日時について＞

· あらかじめ調査対象者や家族等の介護者と調査実施日時を調整した上で認定調査を実施する。

· サービス利用等に支障が生じることのないよう、認定調査はできるだけ速やかに行い、書類を作成する。

· 家族等の介護者等がいる在宅の調査対象者については、介護者等が不在の日は避けるようにする。

＜実施場所について＞

· 事前に調査対象者や介護者等と調査実施場所を調整した上で認定調査を実施する。

· 実施場所は、日頃の状況を把握できる場所とする。

· 申請書に記載された住所が、必ずしも調査対象者の生活の場とは限らない。記載された住所に居住していない場合があるので、事前の確認が必要。

· 施設や病院等で認定調査を実施する場合は、調査対象者の居室や病室等、普段過ごしている場所を確認し、施設や病院等と調整した上でプライバシーに配慮して実施する。

（３）調査の実施

　　＜携行物品＞

· 調査対象者を訪問する際には、身分を証する者を携行し、訪問時に提示する。

· また、調査項目の「視力」を確認するための視力確認表を必ず持参する。

（実施上の留意点）

· 実施にあたり、調査目的の説明を必ず行う。

· 調査当日の状況と調査対象者本人、介護者等双方から聞き取りを行うように努める。独居者や施設入所者等についても、可能な限り家族や施設職員等、調査対象者の日頃の状況を把握している者に立ち会いを求め、できるだけ正確な調査を行うよう努める。

· また、調査時の環境が日頃の環境と異なったり、調査対象者の緊張等により日頃の状況と異なっていると考えられる場合は、可能な限り家族や施設職員等、調査対象者の日頃の状況を把握している者から日頃の状況を聞くなどして判断する。

· 日内変動や季節変動、気候の変化等により状況に変化がある場合や、できたりできなかったりする場合（パーキンソン病治療薬の長期内服におけるＯＮ－ＯＦＦ現象等、薬効が安定しないことによる症状の変動を含む）は、原則としてより頻回な状況に基づいて判断する。

· 客観的に調査するために必要な場合には、調査対象者、介護者等から別々に聞き取る時間を設けるなどの工夫を行う。

· 日常的に自助具、補装具等の器具、器械を使用している場合は、使用時の状況に基づいて判断する。

· 調査対象者の心身の状況については、個別性があることから、例えば、視力障害、聴覚障害等や疾病や特性（スモンなど）等に配慮しつつ、判断基準に基づき認定調査を行う。

· 知的障害者や精神障害者における生活状況については、過去６ヶ月から１年程度の期間の変動も踏まえて判断する。

· 特別なコミュニケーション手段を用いなければ調査が適切にできない場合（盲ろう重複障害者等）は、市町村の担当者等と相談し、適切な専門職員の動向を求める必要がある。

＜質問の仕方や順番＞

· 声の聞こえやすさなどに配慮して、調査場所を工夫する。

· 調査対象者がリラックスして回答できるよう、十分時間をかける。落ち着いて質問をしていけば、６０分程度で調査可能。

· 専門用語や略語を使用しないようにする。

· 調査内容を分かりやすく具体的に質問する工夫をする。

· 調査項目の順番にこだわらず、対象者が応えやすい質問や導入や方法を工夫する。

· 対象者が正当な理由なしに、認定調査に応じない場合は、「申請却下」の処分となることがありえる。このため、調査対象者の状況を実際に確認できるよう面接方法を工夫する。どうしても認定調査に応じない場合は、市町村の担当者に相談をする。

　＜判断に迷う時＞

· 調査対象者や介護者等に、認定調査の結果で不明な点や判断に迷う時は再度確認する

· それにより調査内容や信頼性を確保するとともに、意思疎通が上手くいかなかったための誤りを修正する事ができる。

· なお調査対象者や介護者等の訴えと調査員の判断が異なる場合には、最終的には認定調査員の判断によるが、迷う場合は具体的な状況を「特記事項」に記入する。

· 特記事項に記入する時には、認定調査票と特記事項の記載内容に矛盾がないか確認し、審査判定に必要な情報を簡潔明瞭に記載するよう留意する。

　３　調査結果の確定

· 審査判定を適切かつ円滑に進めるために、明らかな誤りや不明な点がある場合は、調査結果の変更や特記事項の加除修正を指示する。

· 調査結果と医師意見書の内容を比較検討して、不整合がある場合に、一部修正や再調査等の実施について判断される。

考察：調査項目では見えてこない部分は「特記事項」に記載する事になる。精神障害は、一次判定では区分が軽くなってしまうので、特記事項への記載は重要である。精神障害についていかに「見えてこない部分」を情報収集するか、いかに引きだすか、という事が調査員の技術になってくる。自分が調査員になる事も想定したり、自施設の利用者の情報をどのようにして調査員に伝えるかが重要になってくる。
















